
「東日本大震災の復興財源について」（法人会アンケート調査システム）

公益財団法人 全国法人会総連合

法人会アンケートシステムにより、法人会青年部会員を対象に「東日本大震災の復興

財源」についてアンケートを実施しました。回答結果は以下の通りです。

実施期間：：平成２３年５月１３日（金）～５月１８日（水）

回答総数：９８０件

設問１）東日本大震災の復興財源確保に関して、国債発行をどのように考えますか。

Ａ 国債発行はやむを得ない ６７０件（68.4%）

Ｂ 反対 ２２４件（22.9%）

Ｃ その他 ８６件（ 8.7%）

設問２）増税等の案が浮上していますが、どのように考えますか。

Ａ 増税やむなし ３８３件（39.1%）

Ｂ 増税反対 ４７４件（48.4%）

Ｃ その他 １２３件（12.5%）

設問３）増税によるとした場合、消費税によるべきか否か？

Ａ 消費税増税やむなし ４２９件（43.8%）

Ｂ 消費税増税は反対 ４５６件（46.5%）

Ｃ その他 ９５件（ 9.7%）

設問４）平成２３年度税制改正（案）で法人実効税率５％引き下げが盛り込まれま

したが、未だ法制化されておりません。震災復興の財源議論のなかで法人税

率の引き下げについてどう考えますか。

Ａ 原案通り成立させるべき ２７３件（27.9%）

Ｂ 原案通り成立させた上で、その執行を時限的に ５０７件（51.7%）

凍結し、復興財源に充てる

Ｃ 減税の改正は取り止めるべき １５７件（16.0%）

Ｄ その他 ４３件（ 4.4%）


